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㉛　法テラスによる支援の検討　	  89
㉜　地域包括支援センターによる支援　	  90
㉝　地方公共団体に対する子供・若者育成支援についての計画に関する周知　	  90
㉞　学校内における連携及び相談体制の充実　	  90
㉟	　教育委員会と関係機関・団体等との連携・協力の充実・強化及び学校における相談窓口機能の充	

実　	  90
㊱　犯罪被害者等である児童生徒が不登校になった場合における継続的支援の促進　	  91
㊲	　医療機関等と関係機関・団体等との連携・協力の充実・強化及び医療機関における情報提供等の	

充実　	  91
㊳　各都道府県警察に対する犯罪被害者等への情報提供等の支援に関する指導及び好事例の勧奨　	  91
㊴　「被害者の手引」の内容の充実等　	  91
㊵　犯罪被害者等の保護・支援のための制度の周知　	  91
㊶　刑事の手続等に関する情報提供の充実　	  92
㊷　性犯罪被害者による情報入手の利便性の拡大　	  92
㊸　法テラスによる支援　	  92
㊹　自助グループの紹介等　	  93
㊺　犯罪被害者等施策のウェブサイトの充実　	  93
㊻　海外における邦人の犯罪被害者等に対する情報提供等　	  94
㊼　被害が潜在化しやすい犯罪被害者等に対する相談体制の充実及び理解の促進　	  94
2 調査研究の推進等（基本法第21条関係）　	  96

⑴　犯罪被害者等の状況把握等のための調査実施に向けた検討　	  96
⑵　暴力の被害実態等の調査の実施　	  96
⑶　法務省における犯罪被害の動向・犯罪被害者に関する施策の調査　	  96
⑷　犯罪被害者等の精神健康の状況とその回復に資する研究　	  96
⑸　児童虐待防止対策に関する調査研究　	  97
⑹　警察における犯罪被害者等支援に携わる職員等への研修の充実　	  97
⑺　犯罪等による被害を受けた児童の継続的な支援を行う警察職員の技能取得　	  97
⑻　法務省における犯罪被害者等支援に関する職員研修の充実等　	  97
⑼　学校における相談対応能力の向上等　	  97
⑽　虐待を受けた子供の保護等に携わる者の研修の充実　	  97
⑾　コーディネーターとしての役割を果たせる民間支援員の養成への支援　	  97
⑿　民間の団体の研修に対する支援　	  97
⒀　法テラスが蓄積した情報やノウハウの提供　	  98
3 民間の団体に対する援助（基本法第22条関係）　	  98

⑴　民間の団体への支援の充実　	  98
トピックス�　民間被害者支援団体における財政基盤の強化のための取組　	  99
⑵　預保納付金の活用　	  101
⑶　犯罪被害者等の援助を行う民間の団体の活動への支援等　	  101
⑷　犯罪被害者等の援助を行う民間の団体に関する広報等　	  101
⑸　寄附税制の活用促進と特定非営利活動促進法の円滑な施行　	  101
⑹　警察における民間の団体との連携・協力の強化　	  101
⑺　犯罪被害者等早期援助団体に対する指導　	  102
トピックス�　民間被害者支援団体における犯罪被害者等支援	
　　　　　　～公益社団法人被害者支援都民センターの１か月～　	  103
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第５章　国民の理解の増進と配慮・協力の確保への取組　	  105

1 国民の理解の増進（基本法第20条関係）　	  105
⑴　学校における生命のかけがえのなさ等に関する教育の推進　	  105
⑵　学校における犯罪被害者等の人権問題も含めた人権教育の推進　	  105
⑶　学校における犯罪被害者等に関する学習の充実　	  105
⑷　子供への暴力抑止のための参加型学習への取組　	  105
⑸　家庭における命の教育への支援の推進　	  105
⑹　中学生・高校生を対象とした講演会の実施　	  106
⑺　生命・身体・自由の尊重を自覚させる法教育の普及・啓発　	  106
⑻　「犯罪被害者週間」にあわせた集中的な啓発事業の実施　	  106
トピックス�　犯罪被害者週間　	  107
⑼　犯罪被害者支援に関わりの深い者に対する積極的な広報啓発の実施　	  109
⑽　一般国民に対する効果的な広報啓発の実施　	  109
⑾　被害が潜在化しやすい犯罪被害者等に対する相談体制の充実及び理解の促進　	  109
⑿　犯罪被害者支援のための情報提供　	  109
⒀　若年層に対する広報・啓発　	  109
⒁　犯罪被害者等施策の関係する特定期間における広報啓発事業の実施　	  109
⒂　様々な広報媒体を通じた犯罪被害者等施策に関する広報の実施　	  111
トピックス�　犯罪被害者支援教育アプリ「こころちゃん」　	  112
⒃　国民の理解の増進を図るための情報提供の実施　	  113
⒄　調査結果の公表等を通じた犯罪被害者等の置かれた状況についての国民の理解の増進　	  114
⒅　犯罪被害者等に関する個人情報の保護　	  114
⒆	　犯罪被害者等に関する個人情報の保護に配慮した地域における犯罪発生状況等の情報提供の実施	

　　	  114
⒇　交通事故被害者等の声を反映した国民の理解増進　	  114
㉑　交通事故の実態及びその悲惨さについての理解の増進に資するデータの公表　	  115
㉒　交通事故統計データの充実　	  115
�コラム５　犯罪被害者遺族の声　	  115

第３部　犯罪被害者等施策に関する基礎資料
１．犯罪被害者等基本法（平成16年法律第161号）　	  124
２．犯罪被害者等施策推進会議令（平成17年政令第68号）　	  127
３．第３次犯罪被害者等基本計画（平成28年４月１日閣議決定）　	  127
４．�第３次犯罪被害者等基本計画（平成28年４月１日閣議決定）の実施状況の評価�

（令和２年10月29日犯罪被害者等施策推進会議決定）　�  163
５．第４次犯罪被害者等基本計画（令和３年３月30日閣議決定）　	  167
６．令和３年度犯罪被害者等施策関係予算額等調　	  206
７．政府・地方公共団体の犯罪被害者等施策担当窓口及び地方公共団体の取組状況�
７－１．政府の主たる犯罪被害者等施策担当窓口　	  214
７－２．�都道府県・政令指定都市犯罪被害者等施策担当窓口部局等並びに条例・計画等の制定・策定�

及び見舞金・貸付金制度導入の状況　�  214
　　　　�都道府県・政令指定都市における条例・計画等の制定・策定及び見舞金・貸付金制度導入の�

実施数　�  217
７－３．�犯罪被害者等施策主管課の確定状況、総合的対応窓口の設置状況、条例・計画等の制定・策�
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定の状況及び見舞金・貸付金制度の導入状況（市区町村）　�  217
７－４．�地方公共団体における犯罪被害者等を対象とした見舞金・貸付金の制度　	  220
８．公益社団法人全国被害者支援ネットワーク加盟団体一覧　	  250
９．�行政が関与する性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センター一覧�  253
10．政府・地方公共団体が関与する犯罪被害者等に関する相談先一覧　	  256
11．刑法犯　罪種別　認知件数の推移（平成28～令和２年）　	  259
12．特定罪種別　死傷別　被害者数（令和元～２年）　	  260
12－１．特定罪種別　死傷別　被害者数（令和元年）　	  260
12－２．特定罪種別　死傷別　被害者数（令和２年）　	  261
13．交通事故発生状況の推移（平成28～令和２年）　	  262
14．交通事故死者数の月別推移（平成28～令和２年）　	  262
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